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平成 31 年 10 月 1 日より消費税率の引き上げが予定されていますが、すべての品目が

8％から１０％になるわけではなく、一定のものは軽減税率の対象として８％のまま据え置

かれるとききましたが、これはどういうことでしょうか？

解説
  

１． 軽減税率の対象となる品目

軽減税率が適用されるのは、次の対象品目の譲渡です。

①飲食料品

飲食料品とは、食品表示法に規定する食品（酒類を除きます。）をいい、一定の一体資産を

含みます。外食やケータリング等（※）は軽減税率の対象品目には含まれません。

※ケータリング等とは、相手方が指定した場所において行う役務を伴う飲食料品の提供を

いいます。

②新聞

軽減税率の対象となる新聞とは、一定の題号を用い、政治、経済、社会、文化等に対する

一般社会的事実を掲載する週2回以上発行されるもので、定期購読契約に基づくものです。

２． 一体資産の取扱い

「一体資産」とは、おもちゃ付きのお菓子やティーカップ付きの紅茶など、食品と食品以

外の資産があらかじめ一体となっている資産で、その一体となっている資産に係る価格の

みが提示されているものをいいます。「一体資産」のうち、税抜価額が 1 万円以下であっ

て、食品の価額の占める割合が２/３以上の場合、全体が軽減税率の対象となります。（そ

れ以外は全体が標準税率の対象となります。）。

３． その他

テイクアウトや食料品の出前・宅配等は、軽減税率の対象となります。

※「外食」か「テイクアウト」かは、飲食料品を提供する時点で、顧客に意思確認を行う

などの方法で判定します・

要するに…
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消費税の軽減税率制度について

飲食料品と新聞は軽減税率の対象となります。しかし一口に飲食料品といっても様々パター

ンがあるので、一つ一つ慎重に検討していく必要があります。

飲食料品や新聞等は８％のまま据え置かれる予定ですが、酒類・医薬品の販売、また外食

やケータリング等、駅での新聞のスタンド売り等は１０％が適用されます。


